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福島再生可能エネルギー推進ビジョン２０２１
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 当ビジョンにおいて「２０４０年頃を目途に県内エネルギー需要の１００％以
上に相当するエネルギーを再生可能エネルギーから生み出す」ことを目標に掲
げる。

 ２０２３年度の再生可能エネルギー導入実績は５４.９％（原油換算）
 ２０３０年度までに定置式水素ステーションを２０基整備することを目指す。
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福島新エネ社会構想



福島新エネ社会構想加速化プラン2.0
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燃料電池モビリティ
 燃料電池自動車
・令和7年2月末時点で468台が普及（東北最多）。

 燃料電池バス

 燃料電池トラック
・令和5年2月より、郡山市及びい
わき市を中心に60台程度を順次導入。

 燃料電池移動販売車
・令和4年6月、浪江町及び双葉
町において運用を開始（世界初）。

出典:
CJPT㈱

出典:
イオン東北㈱

水素ステーション

・営業地域:福島市、浪江町、南相馬市
・事業者:ふくしまハイドロサプライ㈱

ふくしま移動式水素ST（稼働済）

・整備地域:いわき市
・事業者:根本通商㈱

いわき鹿島水素ST（開所済）

郡山水素ステーション（開所済）
・整備地域:郡山市
・事業者:佐藤燃料㈱

Dr.Driveセルフ
福島北幹線店水素ST（開所済）

・整備地域:福島市
・事業者:ENEOS㈱

伊達重機水素ST（開所済）
・整備地域:浪江町
・事業者:㈱伊達重機

出典:ふくしまハイドロサプライ㈱

出典:根本通商㈱

出典:佐藤燃料㈱

本宮IC水素ステーション（開所済）
・整備地域:本宮市
・事業者:日本エア・リキード(同)

FREA（福島再生可能エネルギー研究所）
・再エネ、水素
等に関する研
究開発を実施。

令和12年度までに定置式STを20基整備

定置式燃料電池

あづま総合運動公園（100kW)
・県が設置
Jヴィレッジ（700W）
・県が設置
道の駅なみえ（3.5kW）

いこいの村なみえ（50kW×2）、ふれ
あいセンターなみえ（50KW）、復興
事業現場事務所（8kW）

・浪江町が設置（経産省のスマコミ事業）

・㈱大林組が設置（環境省事業）

工場における水素活用に係る実証（NEDO事業）
・住友ゴム工業の白河工場にて、水素を活用し
たタイヤの製造に関する実証事業を実施中。

そうまIHIグリーンエネルギーセンター
・水素等に関する
研究開発を実施。

出典:
㈱IHI

FH2Rで製造された水素等を利用して稼働

 福島市水素社会実現推進協議会

 いわき水素エネルギー利活用研究会、
いわきバッテリーバレー構想

 郡山市水素利活用推進研究会

地域の動き等

 なみえ水素タウン構想

 カーボンニュートラルポート（CNP）

 福島県水素モビリティ・ステーション検討ワーキング
グループ
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福島県における水素の普及状況等

＜あづま燃料電池＞

出典:FREA

出典:㈱伊達重機

工場における水素活用等に関する実証（NEDO事業）
・デンソ―福島の工場にて、水電解装置の設置、ガス
炉における水素の活用等に関する実証事業を実施中。

・建設中のヒメジ理化の工場に水電解装置が設置され、
発生する水素及び酸素がガラス製品製造に使用される
予定。

 燃料電池キッチンカー
・令和5年3月、郡山市を拠点に
県内での運用開始。

出典:
郡山観光交通㈱

 燃料電池スクールバス
・令和5年4月、浪江町において
運用開始（国内初）。

・令和2年4月より、いわき市において、東北初となる営業
路線運行開始済。

・令和5年4月より、福島駅東口～川俣高校前の路線で、県
内2台目の営業路線運行運行開始済。

出典:
浪江町

 燃料電池営業バン
・令和5年5月、いわき市におい
て運用開始（国内初）。

出典:
㈱エナジア

出典:㈱クラシマ、ENEOS㈱
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5 ㈱ＴＴＫ鹿島営業所（50KW）
・㈱ミライト・ワンが設置

工場における
水素活用に係る実証（県事業）
・日東紡の福島工場にて、水
素バーナーの活用に係る実
証事業を実施。

既存ガス導管における水素活用に係る
実証（NEDO事業）
・相馬ガスにて、既存LPガス導管への
水素混合の実証事業を実施中。

 福島県水素ステーション連絡協議会
 チームやぶきWG

柱上パイプライン実証 （経産省補助）
・ブラザー工業等により、
技術的課題等を調査。

出典:日本エア・リキード（同）

 福島県における水素社会のモデル構築に向けた産学官
連携会議

福島水素エネルギー研究フィールド

出典:
NEDO

・世界有数の規模の水電解装置を有す
る再エネ由来水素製造実証施設。

（NEDO事業）

・大型の燃料電池モビリ
ティへの大流量の水素充填
技術・計量技術に関する技
術開発を実施。

福島水素充填技術研究センター

FH2Rの北に立地

燃料電池ドローン開発（県補助）
・OKUMA DRONEが小型燃料電池量産を目指す。
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燃料電池ドローン開発（県補助）
・ロボデックスが水素充填技術確立を目指す。

 国家戦略特区（県内における圧縮水素の貯蔵量上限の緩和）
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 浪江町においては、世界有数の水素製造能力（アルカリ型:10ＭＷ）を有する
福島水素エネルギー研究フィールド（ＦＨ２Ｒ）や、大型燃料電池モビリティ
への大流量水素充填技術等の技術開発を行う福島水素充填技術研究センター
（ＦＴＣ）が開所。

 郡山市においては、国内唯一の再エネに特化した公的研究機関ＦＲＥＡ（福島
再生可能エネルギー研究所）が開所。水素地産地消関連技術開発や水電解評価
技術の標準化に向けた研究を行う。

水素社会実現に向けた大規模実証・研究拠点

福島水素充填技術
研究センター
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 いわき市・郡山市・浪江町・福島市・本宮市で定置式水素ステーション（ST）
が開所済。

 2024年11月末時点で468台の燃料電池自動車（FCV）が導入済み（東北最多）

 他、燃料電池のバス、トラック、移動販売車、キッチンカー等が県内で運用中。

水素ステーションの増加・FCV導入拡大

ＦＣスクールバス

ＦＣキッチンカー

ＦＣトラック

ＦＣ路線バス ＦＣ移動販売車

多様なFCV水素ステーション

福島市～浪江町
～南相馬市（移動式）

（ふくしまハイドロサプライ(株)）

いわき市
（根本通商(株)）

郡山市
（佐藤燃料(株)）

浪江町
（(株)伊達重機）

福島市
（ENEOS(株)）

本宮市
（日本エア・リキード(株)）

ＦＣパトカー
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 工場の熱/燃料利用工程において水素を活用する実証が進行中。
 デンソー福島においては、ＭＩＲＡＩの技術を応用した電解装置が整備され、
ＬＰガスの代わりに、再エネ由来水素をアフターバーナーの燃料として活用中。

 住友ゴム工業白河工場においては、太陽光発電と水素ボイラーによるエネル
ギーを活用し、カーボンニュートラルタイヤを製造中。電解装置も設置予定。

 ヒメジ理化は、田村市内に整備予定の工場において大型の電解装置を設置し、
水素・酸素をオンサイトで活用予定。

 日東紡績は、ガラス溶融炉で利用している都市ガスの一部を水素に置換し、大
規模な水素燃焼テストに向けた各種検証を実施。

工場における水素利活用

デンソー福島
水素ガス炉/水電解装置披露会

（R6.4.17）

住友ゴム工業白河工場
水素エネルギーを活用した

タイヤ製造のお披露目会（R5.4.17）

ヒメジ理化田村工場
電解装置設置予定
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 県内の工事現場等において、ＦＣＶを電源として活用する取組みを実施。
 その他、水素に関する普及啓発の取組みが広く行なわれている。

様々な水素利活用・普及啓発

現場事務所におけるＦＣＶ活用 なみえ水素まつり
（主催:浪江町等）

水素チャレンジパークふくしま2024
（主催:福島県）

水素day＆再エネまつり
（主催:福島市）

ふくしま水素コレクション
（主催:福島県）
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 街中等における水素活用については、法令により水素貯蔵量等に制限が設けられ
ており、大規模な需要に対する水素貯蔵等が出来ない制約あり。

 そこで、水素貯蔵量上限の特例許可に必要な保安基準等について、2024年度中
に結論を得た上で、上限適用除外の検討に着手。（県と浪江町の共同提案）

（参考）内閣府HPより

国家戦略特区としての取組
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 福島県と福島大学は、2050年カーボンニュートラルの実現に向け、再エネ・水
素の活用促進等を目的とした連携協定を締結（令和５年３月）。

 福島大学においては、水素エネルギーに関する研究所が設置され（令和6年4
月）、県としても、福島大学が県内企業と連携して行う水素関連調査・研究に
対して補助することで、水素関連産業育成・集積、人材育成を図る。

福島県との連携協定締結
（Ｒ5.3.23）

14

福島大学水素エネルギー総合研究所の設置

山梨大学との連携協定締結
（Ｒ6.3.1）



 地方最大級の再エネ・水素関連の展示会「ＲＥＩＦふくしま（ふくしま再生可
能エネルギー産業フェア）」を毎年10月、郡山市にて開催。

 各種展示に加え、水素関連のセミナーやビジネスマッチングも開催。
 2025年度は、10月16日（木）、17日（金）開催予定!
 近日中に、出展募集開始予定!

15

ＲＥＩＦふくしまの開催
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 エネルギー・エージェンシーふくしまでは、再エネ・水素関連分野への県内企
業の参入支援・販路拡大・海外進出等の支援を実施している。

 水素を含め専門のコーディネーターが複数在籍し、県内企業の伴走支援を実施
している。

 水素分科会の会員数は300社を超え、セミナー等を通じた情報発信や現地見学
会、ビジネスマッチングを積極的に開催中。（登録無料!）

16

エネルギー・エージェンシーふくしま

専門のコーディネーターが
多数在籍

事業化プロジェクトＷＧの支援 各種セミナー・
現地視察会等の開催

水素分科会への登録（無料）はこちらから→ エネルギー・エージェンシー
ふくしま
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フラウンホーファー
研究機構（2017.1～）

 国内においては、東京都や山梨県などと水素利活用に関する連携協定を締結し
ている。また、ＮＥＤＯともＦＨ２Ｒ水素活用に関する協定を締結。

 海外においては、ドイツＮＲＷ州をはじめ、ドイツハンブルク州、スペインバ
スク州、駐日デンマーク王国大使館等と、再エネ・水素に関する連携協定を締
結している。

国内外の関係機関・自治体等との連携

東京都・産総研・
都環境公社
（2016.5～）

山梨県
（2022.12～）

NEDO
（2020.6～）

スペイン:バスク州
（2023.4～(更新)）

ドイツ:NRW州
（2023.4～(更新)）

ドイツ:ハンブルク州
（2023.4～(更新)）

駐日デンマーク
王国大使館（2014.12～）

東京都
（2025.2～）



令和７年度 水素関連補助制度

福島県



（７）

（１）、（２）、（３）、（６）

 水素エネルギーは、利用時にCO2を排出しないことな
どから、カーボンニュートラルの達成に向けたキーテ
クノロジーとして期待されており、国内外で利活用の
拡大に向けた取組が進められている。

 令和３年２月に、政府等関係機関との協議のもと改定
を行った「福島新エネ社会構想」においても、今後の
取組の柱として、水素を日常の生活や産業活動で利活
用する社会、すなわち「水素社会」の実現が掲げられ
ている。

 これらを踏まえ、当該事業においては、各種導入支援
により水素エネルギーの普及拡大を促進しつつ、その
仕組みや有効性、水素社会がもたらす意義等について
の県民理解促進に係る取組等を推進することで、将来
の水素の自立的な普及拡大、ひいては水素社会の実現
を目指す。

１ 事業の内容

脱炭素社会の実現に向けた水素利用推進事業

２ 事業イメージ

 県内における水素STの整備を支援。

事業目的・概要

事業スキーム

民間法人県
補助

個人、民間法人

（８）
民間法人県

委託

（１）水素ステーション整備拡大事業

（７）燃料電池自動車導入促進事業

（３）水素利活用スタートアップ支援事業

県
補助

（８）県産水素利活用PR事業

（６）燃料電池大型トラック社会実装支援事業（新）

（５）燃料電池小型トラック導入促進事業（新）

（２）水素需要創出活動支援事業（新）

 県内における燃料電池自動車の導入を支援。

 県内における小型燃料電池トラックの導入を支援。

 新たな水素モビリティを活用した実証事業への県内企業の参画を支援。

 水素ステーションにおける水素需要創出活動を支援。

 県内を拠点とした燃料電池大型トラックの運用を支援。

 水素利活用設備の積極稼働等を通じ、水素をPR。

（４）燃料電池小型トラック運用支援事業（新）

（９）純水素燃料電池導入促進事業（新）

（４）、（５）、（９）

市町村、民間法人県
補助

 県内における燃料電池小型トラックの運用を支援。

 県内における純水素燃料電池の導入を支援。

企画調整部
エネルギー課



福島水素サプライチェーン構築事業

価格差支援制度
【資源・エネルギー庁】

水素輸送機器等導入補助
【福島県】

水素利活用機器導入補助
【福島県】

• 既存燃料との価格差を１５年間、
国が支援。

【対象】水素製造・供給事業者等

①水素パイプライン整備等に係る調査
ＦＨ２Ｒから半径数ｋｍ内の範囲に

対して水素をパイプラインにて供給す
る際の経済性・法令面・技術面等にお
ける課題調査を実施する。
【内容】ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等への調査委託

②圧縮水素運搬トレーラー等の導入・
配送支援
水素の運搬トレーラー等の購入及び

トレーラー等による水素配送費を支援。
【対象】水素ｽﾃｰｼｮﾝ、製造業等の水素

利用設備を有する事業者等

③水素使用設備導入支援
水素ボイラー等の導入に対して補助。
【対象】製造業や熱需要を有する

施設等における燃料転換
に向けた取組等を行なう
事業者等（A重油→水素等）

上
流

下
流

ことへの支援
により水素需要を拡大

つくる はこぶ つかうことへの支援により
大量の水素を需要地に

ことへの支援
により水素供給量が増加

○ 福島県内においては、福島水素エネルギー研究フィールド（ＦＨ２Ｒ）をはじめとした再エネ由来等水素製造施設の整
備が進んでおり、今後も国の支援制度等を活用した再エネ等由来水素を「つくる」取組みの拡大が見込まれている。

○ 一方で、製造された水素を滞りなく供給し、需要拡大に繋げるために、水素を「はこぶ」「つかう」取組みに対する支援が重
要である。

○ よって、水素需要の拡大を図り、県内におけるより強靱な水素サプライチェーンを構築するため、水素を「はこぶ」「つかう」こ
とに対し補助するもの。

○ 水素サプライチェーンの構築にあたっ
ては、一定規模の需要と供給を同時に創
出する必要があるものの、現状、水素を
「はこぶ」、「つかう」ための設備機器
等の費用が既存の燃料の設備と比べて高
いことから、補助金の交付により導入拡
大を図る。

商工労働部
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【人材育成】
① 水素エネルギー関連
プログラムの開講

② 水素関連企業との共同
研究への参加等

水素製造技術

○ 「水素エネルギー総合研究所」を開所した福島大学と県内企業が水素を製造するシステムを開発、実用化し、福島県の産学官が水素を「つく
る」主役となることを目指す。福島大学では、人材育成の強化により、県内企業へ即戦力となる高度専門人材を輩出する。

◆補助先:国立大学法人 福島大学
◆対象経費:事業費（施設整備費、機器・設備購入費、消耗品、諸経費）、

委託費、人件費等

福島県地方大学・地域産業創生プロジェクト事業
～地域の産学官による地域のための水素プロジェクト 「地域が水素をつくる主役へ」 ～

バイオマス由来水素・炭化物製造システムを確立
（県、福島大学、EAF、県内企業、他研究機関）

人材育成・大学改革
（福島大学）

福島大学
（研究統括）

県・
EAF※

（全体調整）

研究開発の
知見・技術

水素・炭化物の「地産地消」を実用化・横展開

× 他研究機関

※エネルギー・エージェンシーふくしま

県内企業

×
研究開発

○ 県内のFH２Rを始めとする水素関連の実証や研究開発は、資金や技術を有する県外の大手企業中心に行われているため、実績がない県内
企業は関連産業への参入が難しく、技術を持った企業が育たない、人材育成が進まないといった課題がある。
○ また、県内の若者を中心とした人材の流出が大きな課題となる中、本県は、復興と地方創生を同時並行で進めていかなければならない。

事業内容

②関連産業の育成・集積①水素の利活用拡大

・事業拡大、雇用創出
・県内外から人材が集まる

・水素を「運ぶ」コストが低減する
・水素の供給拠点が増える

デジタル技術

③研究と人材育成の中核拠点・イノベーションハブ

共同研究

「水素社会の実現」 「地方創生」 「キラリと光る魅力ある大学」

即戦力となる高度専門人材を輩出
スタートアップ企業の創出

県内企業の技術力向上、人材育成

人材輩出
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

①製造プラントの開発
・ 製造条件の最適化
・ 段階的な規模拡大

②水素・炭化物の活用に
係る研究・実証

福島大学のバイオマスに関する知見・研究実績を素地に
太陽光パネルの設置等、大規模投資が不要で県内企業が参入しやすい

【大学改革】
①水素・エネルギー
関連コースを新設

②水素エネルギー総合研
究所の増員・施設整備

製造プラントの開発スケジュール

事業内容 R７ R８ R９ R10 R11

実験室プラント
研究

設置設計 研究

設計 設置

パイロットプラント

実用化プラント

※補助率:国費1/2、2/3、3/4（対象経費により補助率が異なる）

地方負担は特別交付税措置（措置率0.5）、一般補助施設整備等事業債（充当率90％、措置率0.3）

現状・課題

商工労働部
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背景・課題

◆ 福島発の技術による事業創出及び関連産

業の育成・集積という具体的な成果に結びつけ

ていくために、より普及性の高い、市場ニーズに

沿った技術開発を支援することが必要である。

◆ 本事業では、福島を｢再生可能エネルギー

先駆けの地｣とすべく、県内の再生可能エネル

ギー関連技術の実用化・事業化に向けた実証

研究を支援する。

事業目的・概要 県内の民間企業等が東日本大震災後に新たに研
究開発を進めてきた再生可能エネルギー関連技術の
うち、市場性の高い技術の事業化・実用化のための
実証研究事業に対し、その経費の一部を補助する。

○ 補助先:
①県内に事業所を置く法人格を有する事業者等
②①を幹事法人として共同申請する県外企業等

○ 補助率:2/3（上限3億円）
※県内大学が共同提案者として共同で研究を行う場合は、
県内大学分の補助対象経費の補助率については10/10。

○ 対象経費:
人件費、施設工事費、備品費、借料及び損料、
消耗品費、外注費 等

事業内容

成果目標 公募

◆ 本事業を通じて、市場性の高い再エネ関連技術の開発を支援し、
福島発の技術による事業創出及び関連産業の育成・集積を実現する。

◆ 再エネ関連技術の開発を推進することにより、同技術分野への県内
企業の新規参入や事業拡大を促進し、福島県の復興につなげていく。

再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業
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【継続】
令和7年
2月25日～3月11日

【新規】
令和7年
2月25日～4月11日
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背景・課題

◆ 再エネ導入拡大を、県内企業による関連産業へ

の新規参入や事業拡大に繋げていくことが重要な課

題であるが、風力等の再エネ関連産業では、サプライ

チェーンが確立されており、参入が容易ではない。一

方で、メンテナンスについては、急激に進む導入拡大

に対応できていないのが現状であり、県内企業による

事業参入の大きな可能性がある。

◆ このため、メンテナンス関連産業への新規参入や事

業拡大を目指す県内企業に対して、大きな負担とな

る研修費の費用を支援する。

◆ メンテナンス関連産業への新規参入及び事業拡大を目指す県内企業に
よる人材育成を着実に進め、今後拡大するメンテナンス需要に確実に対応で
きる体制を構築する。

事業目的・概要

成果目標 公募

再エネ・水素メンテナンス分野への新規参入や事業拡

大を目指す県内企業に対して、実機を用いた研修の費用

やメンテナンス業務に必要な資格の取得費及び必要最低

限の旅費を補助する。

○補助先:県内に事業所を置く法人格を有する事業者等

○補助率:補助対象経費の1/2以内

（上限:1,500千円/社）

○対象経費:実機を用いた研修費、資格取得費、旅費

事業内容

令和7年3月12日（水)
～12月15日（月）

再エネメンテナンス関連産業参入支援事業
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震災から10年を機に、福島県は、「ふくしまから はじめよう。」からのバトンを渡す、新スローガンを策定しました。
「はじめる」から、「かなえる」へ。ひとりひとりの力を重ね、それぞれの思いを繋ぎ、

ともに、ひとつずつ、しっかりと、カタチにし続けていこうと。


